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【留意事項】

・

【最低賃金の算出に関する注意】

・

・ 臨時に支払われる賃金（結婚手当など）

・ １ヵ月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）

・ 時間外労働に対する賃金

・ ・ 休日労働に対する賃金

・ 深夜労働に対する割増賃金

・ 精皆勤手当、通勤手当及び家族手当

【最低賃金との比較】　

●月給制

基本的賃金÷１月の所定労働時間数（年間平均）　≧　最低賃金

●日給制

基本的賃金÷１日の所定労働時間数　≧　最低賃金

で労動者（臨時・パート・ア

ルバイト等を含む全ての労働

者）を使用することはできま

せん。

などを参考として、各地方最低賃金審議会で調査・審議した結果を取

りまとめたもので、答申された改定額は、都道府県労働局での関係労

使からの異議申出に関する手続きを経た上で、都道府県労働局長の決

定により、１０月１日から順次発効される予定です。愛知県の地域別

最低賃金額の改定額および発効予定年月日は次のとおりです。

時間額８９８円
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１．改正情報

いる全ての地方最低賃金審議会が答申した平成３０年度の地域別最低

賃金の改定額を発表しました。これは、７月２６日に中央最低賃金審

平成３０年８月１０日、厚生労働者は都道府県労働局に設置されて

（従来の871円から27引き上げ）

平成３０年１０月１日（予定）から愛知県内の事業所の使用者は

右記の最低賃金より低い賃金

１．

議会が示した「平成３０年度地域別最低賃金額改定の目安について」

２．

一部の業種については別途特

定（産業別）最低賃金が適用

されます。

３．

最低賃金の対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な賃金に限られま

す。具体的には、実際に支払われる賃金から次の賃金を除外したものが

対象となります。

最低賃金は時間額によって定められている為、月給制や日給制の場合は

下記の計算で時間額を比較します。

派遣労働者については、派遣

先事業場に適用される最低賃

金が適用されます。



■ 女性社員のルール　②妊産婦の保護
　～不利益取扱いの禁止～

《禁止される不利益な取り扱い例》
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■ 懲りない人たち

・障害者雇用率とは？

⇒

知的障害者、精神障害者を

民間企業、国、地方公共団

体は、その「常時雇用して

いる労働者数」の一定の割

合（法定雇用率）に相当す

退職又は正社員をパートタイム労働者等の非正規社員とするよう

障害者雇用促進法によって

あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、この

求、取得や、母性健康管理措置や母性保護措置を受けたことを理由とする

期間を定めて雇用される者について契約更新しないこと

な労働契約内容の変更を強要すること

降格させること

者に係る労働者派遣の役務の提供を拒むこと

就業環境を害すること

不利益な自宅待機を命ずること

減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと

昇進・昇格の人事考課において不利益な評価を行うこと

不利益な配置変更を行うこと

　いつまでも、親方日の丸でいると日本がつぶれる。誰か何とかしてくれ。

　２０１５年３月当時、全国に３６の病院を抱える独立行政法人労働者健康

部長らが起訴され罰金の略式命令を受けていることが、関連記事として掲載

は法定の障害者雇用率を達成できなければ不足１人当たり月額５万円の「納

付金」を支払っている。「金返せ！怒怒怒怒」

物足らず関係大臣総辞職しても罪を償うことはできない。１００人超の企業

まま続ける図太さは「国民をばかにしている」などと言う生易しい批判では

　この禁止される不利益な取扱いに該当する具体的な例は『労働者に対す

る性別を理由とする差別の禁止等に関する規定に定める事項に関し、事業

K-Report

福祉機構（現労働者健康安全機構）が、障害者雇用率を水増しし当時の総務

主が適切に対処するための指針』で以下のように例示されています。

解雇すること（※１）

　男女雇用機会均等法では、女性労働者の妊娠、出産、産前産後休業の請

解雇その他不利益な取り扱いをすることの禁止が定められています。

等を理由とする解雇でないこ

されます。

　「国土交通省や総務省などの中央省庁が義務付けられた障害者の雇用割合

されているが、当時隣の厚生労働省で不正が暴かれたにもかかわらず、その

３．所長コラム

２０１８年８月１７日　中日新聞朝刊

派遣労働者として就業するものについて、派遣先が当該派遣労働

回数を引き下げること

とを証明できない限り無効と

妊娠中又は産後１年以内にな

された解雇は、事業主が妊娠

て、政府が調査を始めたことが十六日、分かった。」

を四十二年間にわたり水増しし、定められた目標を大幅に下回っていたとし

２．労務管理の基礎知識

雇用することが義務づけら

れています。

る人数以上の身体障害者、


